
産学連携コーディネーター（非常勤）設置要綱

令 和 ６ 年 ５ 月 2 1 日 付 け

教高第420号学校教育局長決定

（目的）

第１条 この要綱は、北海道教育委員会会計年度任用職員の取扱要綱（令和２年２月21日付

け総務第2072号教育長通達。以下「取扱要綱」という。）第２条第６号に定める職のうち、

「マイスター・ハイスクール普及促進事業」（以下「本事業」という。）において配置する

産業界と道立の職業教育を主とする学科を設置する高等学校（以下「専門高校」という。）

をつなぐ産学連携コーディネーターについて、取扱要綱第４条の規定に基づき、職務の内

容、勤務場所及び勤務時間その他勤務条件に関し、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において「所属長」とは、学校教育局高校教育課長をいう。

（身分及び職名）

第３条 この要綱で規定する会計年度任用職員の身分及び職名は、次のとおりとする。

(1) 身分 取扱要綱第２条第３号に規定するパートタイム会計年度任用職員

(2) 職名 産学連携コーディネーター（非常勤）（以下「コーディネーター」という。）

（資格要件）

第４条 コーディネーターは、次の各号に該当し、かつ、地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第16条の各号の規定に該当しない者のうちから任用する。

(1) 企業と学校の連携体制構築に関する業務に携わった経験のある者で、本事業の趣旨を

理解し業務に取り組む熱意と識見を有するもの

(2) 最先端の職業人材育成に向けて、産業界と一体となった教育課程の開発を行うために

必要な熱意と見識を有する者

(3) 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づく、高等学校の教員の相当免許状を有

する者

（職務の内容）

第５条 コーディネーターは、次に掲げる業務に従事するものとする。

(1) 産業界と専門高校の連携体制構築に関する業務

(2) その他、本事業に関して所属長が定める業務

（勤務場所）

第６条 コーディネーターの勤務場所は、学校教育局高校教育課とする。

（勤務時間等）

第７条 コーディネーターの勤務時間は、４週間を超えない期間につき１週間あたり30時間

の範囲内で、所属長が定めるものとする。ただし、１日の勤務時間が７時間45分を超えて

はならない。

（休暇）

第８条 コーディネーターの休暇については、取扱要綱の定めるところによる。

（任期）

第９条 コーディネーターの任期は、採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間

の範囲内で任用時に決定する。



（任用手続等）

第10条 コーディネーターの任用（再度の任用を含む。以下同じ。）及び任期の中途の退職の

承認は、所属長が行うものとする。

２ 所属長は、任用に当たっては別記第１号様式、任期の中途の退職に当たっては別記第２

号様式による辞令を交付するものとする。

３ 所属長は、コーディネーターを任用しようとする場合は、あらかじめ本人から次に掲げ

る書類を提出させなければならない。ただし、再度の任用を行う場合にあっては、次の書

類のうち、第２号及び第３号の書類を省略することができる。

(1) 履歴書

(2) 住民票記載事項証明書又は住民票の写し（氏名、性別、生年月日以外の事項は省略可）

(3) 教育職員免許状の写し

(4) その他所属長が必要と認める書類

４ 前項第１号に掲げる履歴書については、教育庁等職員の任免等に関する事務取扱要綱で

定める任用履歴書（別記第７号様式）とする。

５ 所属長は、コーディネーターが任期の中途で自己都合により退職を希望する場合は、あ

らかじめ本人から次に掲げる書類を提出させなければならない。

(1) 退職願

(2) その他所属長が必要と認める書類

（報酬等）

第11条 コーディネーターの報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償については、取扱要綱

及び北海道教育委員会会計年度任用職員の取扱要綱運用方針（令和２年２月21日付け総務

第2072号教育長通達）に定めるところによる。

２ コーディネーターの報酬基本額は勤務１時間当たりの額とし、次に掲げる額の合計額と

する。

(1) 給料時間額相当額

勤務１時間当たり2,800円

(2) 地域手当時間額相当額

給料時間額相当額に定数内職員と同様の地域手当の支給割合を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

（災害補償）

第12条 コーディネーターの公務上の災害又は通勤による災害の補償に関しては、取扱要綱

第38条の規定によるほか、職員が労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に定める

被保険者である場合は、同法の定めるところによる。

（その他）

第13条 この要綱に定めるもののほか、コーディネーターに関し必要な事項は、所属長が別

途定めるものとする。

附 則

この要綱は、令和６年５月21日から施行する。

この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の施行前においても行うことがで

きる。


